
� はじめに

筆者は､ 今年度でご退職される則定隆男先生とは､ 国際ビジネスコミュニ

ケーション学会 ( JBCA) でご一緒し､ 研究に対して真摯で厳しい姿勢をお

持ちの則定先生に､ 常に刺激を受けてきた｡
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要 旨

グローバル化が進む中､ 日本においてもグローバル人材育成は急務となっ
ている｡ 文科省が2012年に示した ｢グローバル人材育成推進会議審議まと
め｣ では､ グローバル人材に必要な要素として異文化間コミュニケーショ
ン能力が深く関わっており､ とりわけビジネスの場で活躍するグローバル
人材を考えた場合､ ビジネスとコミュニケーションの双方を研究する国際
ビジネスコミュニケーション分野からの知見は必須と言えるだろう｡ また
これらの研究が､ 北米や欧州主導で行われてきたことを考えると､ 今後は
アジアから､ そして日本から､ 研究を発信することが不可欠である｡ 本論
文では､ 国際ビジネスコミュニケーション研究の基本的なアプローチを外
観したあと､ (特に欧州での) 最新の研究課題､ また日本から発信してい
ける課題は何かを考察する｡

キーワード：国際ビジネスコミュニケーション (intercultural business

communication)､ 言語の商品化 (language commodification)､
パワーとしての英語 (English as a source of power)､ 非母語
話者性 (non-nativeness)､ BELF (Business English as a Lin-

gua Franca)



JBCAは日本商業英語学会として長い歴史を持つ学会だが､ 2002年に名称

変更をし､ 近年､ より幅広いコミュニケーションに関する研究活動を行って

いる｡

筆者がこの学会に入会したのは､ 奇しくもこの名称変更が行われた最中で､

則定先生が理事長として､ 名称変更についてフロアとの喧々諤々たる議論を

なさっていたことを覚えている｡

本論文は則定隆男先生の退職記念として､ 国際ビジネスコミュニケーショ

ン研究の歴史的発展と地域におけるアプローチの違いを総括し､ 次にヨーロッ

パでの最新の研究課題を考察し､ 最後に日本からの研究の発信の可能性を提

案する｡

� 国際ビジネスコミュニケーション研究のアプローチ

国際ビジネスコミュニケーション研究のアプローチを外観する際､ 縦軸と

横軸からの考察が可能であると言えよう｡ 縦軸とは､ 時代による研究の進化

であり､ 横軸とは､ 地域によるアプローチの差である｡

Piller (2009) によると､ ビジネス場面での異文化間コミュニケーションは､

以下の三段階を経て発展してきた｡

まず第１段階は､ 1970年代・1980年代に発達した､ 国別の異文化比較であ

る｡ Hofstede (1991) による IBM Studyなどが代表的な例で､ 質問紙を用い､

国という文化差がビジネス場面に及ぼす影響を主に考察してきた｡ このアプ

ローチは､ 国による文化というものが確たるものとして存在すると考えてい

た点で､ 本質主義 (Essentialism) をベースとしたアプローチだったと言え

る｡

第２段階は､ 個々の企業 (組織) に目を向けた段階である｡ 1990年頃より､

社会構造主義 (Social constructionism) の考えに基づき､ 社会的相互作用を

重視し､ 国という枠組にとらわれず､ 異文化間ビジネスコミュニケーション

に影響を与える様々な要素を解き明かそうとするアプローチが現れた｡ おも

にエスノグラフィックな手法を用い､ コミュニケーション上の具体的な問題
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点や発話交替と社内の力関係などを研究した｡

2000年以降の第３段階では､ 個人に焦点をあてた､ いわゆるコールセンター

の研究などが注目されるようになった｡ たとえば､ コールセンターのスタッ

フの英語 (特に訛りなど) が､ どのようにビジネス・パフォーマンスに影響

を与えるかなどの研究である｡

Pillerは､ 近年これらの境界線が薄くなり､ ２つ以上のアプローチを併用

した研究も多く見られると述べている｡

一方の横軸でもっとも注目すべきは､ 北米と欧州のアプローチの違いだと

言えるだろう｡

そもそもビジネスコミュニケーション研究は､ 比較的歴史が浅く､ 北米で

のビジネス・ライティングを中心とした本格的な研究が始まったのは1940年

代と言われている (Andrews 2009)｡

北米では､ 組織コミュニケーション研究やレトリック研究が当初より盛ん

で､ 上述の IBM Studyに見られるような､ (国別の) 文化的な枠組みを当て

はめての研究が発達した｡ 一方､ ヨーロッパでは､ 言語学からのアプローチ

が主流で､ 上記第２段階でみられるような､ 個々の企業や個人のコミュニケー

ションを分析する､ 会話分析やエスノグラフィックな手法での研究が盛んと

なった ( Jian, Schumisseur & Fairhurst 2008)｡

これらの研究は､ Gee (1996) による discourse (言語としての談話) と

Discourse (社会文化的要素も含んだ言説) の区別に当てはめ､ 北米が大文

字の D Discourse研究､ 欧州が小文字の d discourse研究と呼ばれることも

ある｡ これらの違いをわかりやすくまとめたのが､ 以下の表１である｡

近年は､ これら両者を融合し､ より強固なアプローチを目指そうという動

きもあり (Aritz & Walker 2012)､ 言語データに基づいた分析をしながらも､

その解釈に社会文化的な要素を導入している研究もある (e.g., Fujio & Tanaka

2012)｡
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� 国際ビジネスコミュニケーションにおける最新の研究課題

筆者は昨年１年間の英国での海外特別研究の機会を生かし､ 英国内にとど

まらず､ 欧州､ 北米､ アフリカでの学会にも幅広く出席した｡ この節では､

その中で特に興味深く､ 今後ますます研究が進むと考えられる４つの研究分

野をあげ､ 実証研究を紹介しながら､ 今後日本からはどのような研究の発信

が可能なのかを考察する｡

１ 商品としての英語

グローバル化に伴い､ コミュニケーション手段としての英語の役割は､ ま

すます注目を浴びている｡ その中でも､ ｢英語の商品化｣ という取り上げ方

は興味深く､ 特に Cameron (2012) の論文は示唆に富んでいる｡

Cameron (2012) は､ The commodification of language (言語の商品化) と

いう論文の中で､ ｢英語の市場価値｣ (market value of English) と ｢英語の

商品化｣ (language commodification) について述べている｡

前者については､ 近年のグローバリゼーションとともに英語そのものが市

場価値を高めていることを述べ､ 英語力が生涯賃金に及ぼす影響 (Grin

2001) や､ 英語が特定の業界や企業に入る際の gatekeeper (門番) としての

役目を担うようになっている実状 (Bolton 2006) を考察した論文などを取

り上げている｡ また一国の政府が英語を公用語として用いる近年の動きにつ
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表１ 北米と欧州のアプローチの比較 (筆者作成)

北米のアプローチ 欧州のアプローチ

研究の焦点 マネージメント中心
組織内ディスコース

言語中心
ビジネス・ディスコース

研究領域 組織コミュニケーション
レトリック研究

応用言語学
社会言語学

ディスコースの捉え方 D-Discourse d-discourse

分析方法・対象 マクロ分析 ミクロ分析



いても述べ､ 日本の例も挙げている｡

後者は､ いわゆるグローバル企業がカスタマーサービスなどの部署でマニュ

アルを周到に用意し､ 従業員が使用する英語を１つのコーポレート・ブラン

ドとしている例や､ 同じくグローバル企業が使用するキャッチフレーズなど

が､ 独自の意味や文法を生み出して行く例 (例えばマクドナルドの “I’m lov-

ing it.” の例) などを挙げている｡

日本では､ 小渕政権のときに英語第二公用語化が提案され､ 大変な議論を

呼んだ｡ また近年､ TOEICスコアを昇進やときには降格の基準に使用する

企業が増えている｡ 楽天を始めとする社内公用語英語化の動きは特に興味深

く､ 今後､ 日本から大きなメッセージを発していくことのできる研究課題で

ある｡

２ 英語とパワー

Anderson and Rasmussen (2004) は､ コミュニケーションにおける言語の

役割を３つの視点から論じている｡

1) コミュニケーションにおける障壁としての言語 (language as a barrier)

2) コミュニケーションを促進するものとしての言語 (language as a facilita-

tor)

3) パワーとしての言語 (language as a source of power)

ここでは､ 特に 3) パワーとしての言語をとりあげたい｡

3) に関しては､ 多国籍企業などの言語選択 (language choice : どの言語を

公用語として使用するかなど) と言語管理 (language management : 社内で

使用される言語をどのように管理していくか) をテーマとして､ 特にヨーロッ

パでざまざまな先行研究がある｡

たとえば Feely and Harzing (2003) では､ 企業における言語管理を考える

際に､ 以下の３つの次元を考慮する必要があるとしている｡
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1) 言語の多様性 (language diversity)：使用される言語の数

2) 言語の浸透性 (language penetration)：その言語が使用される部署の数

など

3) 言語の洗練性 (language sophistication)：必要とされる言語スキルの複

雑性など

さらに､ 合弁企業なのか､ 親会社と子会社の関係なのかなどの組織形態も

言語選択や言語管理に影響を与えるとし､ 言語管理の手法としては､ リンガ

フランカ (としての英語) を使用する形態のほか､ 多言語使用､ 言語リソー

スを外注によって補う方法､ さらに社内トレーニングを徹底し従業員の言語

レベルを向上させる方法などを挙げている｡

多国籍企業や企業合併後の言語管理 (言語政策) についての研究を行って

いる先行研究では (e.g., Haugen 1966, Louhala-Salminen, Charles & Kankaa-

ranta 2005, Ehrenreich 2010, Logemann & Piekkari 2015)､ 公式の場では英語

を､ 非公式のコミュニケーションにはその国の言葉を使う企業が多いことが

報告されている｡

中でも興味深いのが､ 従業員の言語能力が社内の力関係に影響を与えると

いう研究である｡

前掲の Feely and Harzing (2003) では､ Language nodes (言語の節点) と

呼ばれる､ 高い言語能力を保持する一握りの従業員が要となり､ コミュニケー

ションのデフォルトを作り､ コミュニケーションを一手に引き受けるのみな

らず､ ときとして (自分自身の地位や力を高めるため) 情報を抱え込み､ 伝

達を遅らせるなど､ 情報伝達を阻害する要因になることも述べている｡ また

Millar and Jensen (2009) では､ デンマークの企業の言語選択と言語管理に

ついてのインタビューデータを詳細に分析し､ コミュニケーションを内部と

外部の２種類に分けて考える必要性について指摘している｡ とりわけ外部と

のコミュニケーションにおいて､ たとえばフランス語しか話せない顧客やス

ペイン語しか話せない顧客に接する場合など､ 顧客の話す言語能力を有する
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従業員が優遇され､ さもなければ決して到達できないような地位を､ 若い従

業員が手に入れることができることや､ 使用される言語の間でも力関係があ

り､ 通常英語の方が優勢な言語として使用されていること､ このため､ 多言

語主義といいながらも､ 実際は､ １つの言語 (英語) への偏りがあることを

指摘している｡

上述のように､ 近年日本では､ 社内公用語英語化を推進する企業や英語力

が昇進基準に含まれる企業が増えてきている｡ 今後は､ 企業の言語管理や､

従業員の英語能力が社内の力関係にどのような影響を与えていくかも興味深

い研究課題である｡

３ 母語話者と非母語話者の関係

Kachru (1992) が ｢英語の３つの輪｣ (The Three ‘Circles’ of English) を

発表し､ 英語を母語話者として話す Inner Circle (内側の輪) の人口よりも､

英語を第２外国語として話す Outer Circle (外側の輪) や外国語として話す

Expanding Circle (外周の輪) の人口の方が多く､ 特に後者２つの輪に属す

る人口は増加し続けていることを指摘した｡ 言い換えれば､ 英語母語話者

(Native Speaker : 以下 NS) よりも､ 非母語話者 (Non-Native Speaker : 以下

NNS) 同士で英語が使用される機会が圧倒的に多く､ またその機会が急増し

ているのである｡ こうした中､ 英語はもはや母語話者の基準だけに依拠する

ものではなく､ 共通語としての重要性を認識されるようになってきた｡ ビジ

ネスの場では､ 特に BELF (Business English as a Lingua Franca) として研

究されている (e.g., Kankarranta & Planken 2010, Sweeney & Hua 2010,

Kameda 2012, 2013, Fujio 2014, 高森 2013)｡

Louhala-Salminen, Charles and Kankaaranta (2005) の定義によると､ BELF

は､ ｢中立で互いに共有されるコミュニケーション・コード｣､ すなわち､

｢グローバル・ビジネスという言語コミュニティーで使用される共通の言語

であり､ そのコミュニティーに属する人は､ 全員が BELFの (学習者では

なく) 使用者｣ なのである｡ 言い換えれば､ いわゆる母語話者が誰もいない
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コミュニケーションの形態と考えられている｡

Kankarranta and Planken (2010) では､ BELFの､ 使用される文脈上の特

徴 (contextual features) と言語上の特徴 (discoursive features) を論じてお

り､ それを筆者がわかりやすくまとめたのが､ 以下の表２である｡

表２からもわかるように､ BELFは通常の会話に比べ､ (たとえば交渉を

まとめるなどの) 共通の目的があり､ また専門知識や語彙を共有しているた

め､ ある意味､ コミュニケーションが成立しやすい｡ また､ 長期の関係を築

くことが多く､ 相手に慣れているという点でもコミュニケーションしやすい｡

言語面では､ 英語は単純化される傾向にあり､ ビジネス関連の語彙が多用

されるという特徴がある｡ 英語の単純化という点では､ いわゆるフォーリナー・

トーク (e.g., Ferguson 1975) とも共通の特徴を有しているが､ BELFの場

合は､ 双方がインタラクションの中で意味の交渉をしながら､ 単純化してい

く点に特徴がある｡

しかし､ 言語上の特徴の最後に述べられているように､ 話者の母語の影響

が持ち込まれ､ それらが混じり合った特徴となる点では､ いわゆる ｢中立の

言語｣ というより､ ｢意味交渉の中で個々のコミュニケーションごとにたど

りつく英語｣ と考えた方が､ 実情を反映していると思われる｡

また､ いわゆる母語話者問題 (native speaker problem) なども報告されて

いる｡

母語話者問題とは､ ｢母語話者 (NS) が非母語話者 (NNS) に話す際に､

必要以上に複雑な方法で言語を使用すること｣ (Victor 2013) と定義されて
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表２ BELFの文脈上､ 言語上の特徴 (筆者作成)

文脈上の特徴 言語上の特徴

目的志向 単純化された英語

プロフェッショナルな領域での
使用

ビジネス関連の語彙の多用

対話者 (パートナー) との長期
的関係と慣れ

参加者の母語からの影響が混成



おり､ NSが NS同士のコミュニケーションから脱却して､ その組織 (ある

いは状況) に応じたもっとも効率的なコミュニケーションを認識する必要性

が指摘されている｡

こうした NSと NNS間に横たわるコミュニケーションの難しさについて

は､ 大きく３つの点にまとめられるだろう｡

まず１点目は､ 言語面で NNS が NSに圧倒されがちなことである｡ 特に

発話交替における難しさについては､ かなり英語力の高い話者 (NNS) から

も発話をとる難しさが報告されており (e.g., Fujio 2008, 藤尾 2016)､ そも

そも直接的な不同意を避けがちな日本的コミュニケーションと相まって

(e.g., Du-Bacock & Tanaka 2013, Fujio & Tanaka 2012)､ 今後の研究上の､

そして同時に教育上の大きな課題だと言える｡

２点目は､ より心理的な側面である｡ NSとの会話より､ NNS同士の方が

安心してコミュニケーションできることも報告されており (e.g., Fujio 2008,

Kankarranta & Planken 2010)､ この点もさらなる研究が期待される｡ 外資系

企業で働く日本人を被験者にした Fujio (2008) のアンケート調査では､ NS

との会話に何らかの不安があると答えた被験者が47.6％なのに対し､ NNS

とでは32.2％､ さらに他の日本人がいる場面で英語を話す不安は40.0％となっ

ており､ NSに対する不安と同時に､ 同僚への不安 (peer pressure) も示唆

されており､ 今後の興味深い研究分野と言える｡

第３点目は､ NSと NNSの関係性の問題である｡ Kasper (1997) は､ 非母

語話者性 (non-nativeness : 非母語話者であることをどのように捉えるか)

を､ 1) 問題としての非母語話者性 (non-nativeness as problem)､ 2) リソー

スとしての非母語話者性 (non-nativeness as resource)､ 3) 認識されない非

母語話者性 (non-nativeness as unattendedness) に分けている｡ とくにビジ

ネスにおいては､ ビジネス上の優位性が NNSであるという属性より重要で

あるため､ NS・NNSに関係なくイニシアティブをとることが可能である｡

上記 2) や 3) の視点からの実証研究を積み重ね､ 今後の教育に生かしてい

くことができるだろう｡
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４ 研究者と研究協力者の関係

日本であまり研究が進んでいない分野として､ 研究者と研究協力者の関係

そのものを考察するという研究課題がある｡ 国際ビジネスコミュニケーショ

ン研究においては､ 機密保持の観点から､ 実際のデータにアクセスするのが

難しいという課題があり､ その点からも興味深い研究分野と言える｡

Alessi and Jacobs編 (2015) の Ins and Outs of Business Discourse Research

では､ ２つの側面からこの関係性を報告した論文がまとめられている｡

まず１点目の Inの方向性は､ いかにデータにアクセスし､ 研究協力者と

相互協力していくかという視点である｡ 研究者として自分自身をどう位置づ

けるかが､ データへのアクセスに影響を及ぼすことも論じられている｡

たとえば､ ��������(2015) は､ 研究協力者とのインタラクションを通

じて､ いくつかの次元において､ 研究者と協力者間の力関係が構築されるこ

とを指摘し､ 年齢や性別などのマクロなもの､ 組織内でのポジション､ イン

タラクションの中での役割 (interviewerと intervieweeなど) が影響を与え

ることを論じている｡

もう１点の Outの方向性は､ データを得たあとの研究結果 (評価や改善

点のアドバイスなど) を､ いかに協力者にフィードバックしていくかの分析

である｡

いずれの方向においても､ コミュニケーションの過程そのものが分析対象

となり､ そのため例えばデータ入手に失敗した場合も､ 失敗した過程そのも

のが研究対象になる､ 興味深い研究分野である｡ 特に Outの研究は､ 研究

協力者にとってもプラスとなるアプローチであり､ 実務界の研究協力者を増

やすという観点からも､ 今後日本でも研究が期待される分野である｡

� 日本からの研究の発信

前章では､ 特に欧州で注目を浴びている (浴びつつある) 研究と日本から

の発信の可能性をまとめたが､ ここでは､ 特に日本のビジネス・コンテキス

トの中から､ 北米・欧州中心の研究では見られない研究の可能性をまとめて
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おきたい｡

まず１番大きな可能性は､ 国際ビジネスコミュニケーションにおける､ 言

語の役割の重要性を発信していける点である (e.g., 則定 2006)｡

Harzing and Feeley (2008) は､ 国際経営において､ 文化の問題は議論さ

れても､ 言語の問題は無視され続けてきたと指摘している｡ 同様のことが､

Marschan-Pikkari, Welsh and Welsh (1997) では ｢忘れさられた要因 (the for-

gotten force)｣ として､ Verrept (2000) では ｢経営の孤児｣ (the management

orphan) として表現されている｡

現在､ 楽天などの企業で社内公用語英語化が進む中､ 英語でのコミュニケー

ションの課題や問題点､ 習得の難しさ､ また英語能力による社内での力関係

の影響などを､ 日本ほど発信していける国はほかにないと言っても過言では

ないだろう｡ 英語を母語とする国では決して考えられないような研究課題と

可能性が山ほどある｡

また､ 表１でまとめた､ ミクロ (個人のコミュニケーションの問題) とマ

クロ (組織におけるコミュニケーション上の問題) の両方の視点を､ 同時に

組み込んでいくことができる強みもある｡ マクロという点では､ 上述のよう

な企業の言語政策や､ 政府によるグローバル人材の推進について､ ミクロと

いう点では､ 個々人が抱える英語によるビジネスコミュニケーションの課題

を､ 談話分析やインタビューによる質的分析からも､ アンケートのような量

的分析からも､ 研究を深化させていくことが可能である｡

さらに､ 前章の最後４で述べた研究課題は､ 研究者の倫理 (Ethics) にも

関わってくる課題であり､ 今後の重要な研究分野である｡

� まとめ

本論文は､ 国際ビジネスコミュニケーション分野における研究アプローチ

と､ 現在特に欧州で注目を浴びている研究課題､ 今後日本から発信できる研

究課題について考察した｡ 現在､ グローバリゼーションに関して日本が直面

するさまざまな問題は､ 課題であると同時に大きな可能性でもある｡ これま
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で北米・欧州中心に行われてきたこれらの研究分野に､ 英語を外国語として

習得する日本人ビジネスパーソンがどのような問題に直面し､ どのように乗

り越えているのかを発信していくことは､ われわれにとって有意義なだけで

なく､ 欧州中心主義 (Euro-Centralism) できたこれまでの研究分野に新しい

課題を提案し､ 国際ビジネスコミュニケーション研究全体が活気づくきっか

けとなるだろう｡

これまで､ この分野の研究に対し､ 常に真摯な姿勢をとってこられた則定

先生に､ 改めて感謝と敬意を表し､ 今後の研究を引き継いでいきたい｡

（筆者は東洋大学経営学部教授）
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